
越 前町 建 設 工事 共 同 企業 体 取 扱要 綱  

                         平成 １ ７ 年２ 月 １ 日  

告  示  第  １０ ２ 号  

  第 １ 章  総 則  

 （趣 旨 ）  

第 １条  こ の要 綱 は、越 前町 が 発 注す る 建設 工 事（ 以 下「 工 事」とい う。）に

係 る共 同 企 業体 の 取 扱い に 関 し必 要 な 事項 を 定 め、 共 同 企業 体 の 適正 な 運

用 を図 る 。  

（ 共同 企 業 体運 用 の 基本 方 針 ）  

第 ２条  共 同企 業 体 の運 用 に 当た っ て は 、 そ の 効果 的 な 活用 に 資 する た め 、

次 の基 本 方 針に 沿 っ た運 用 を 確保 す る もの と す る。  

（ １） 共 同 企業 体 活 用目 的 の 限定  

   工 事 の発 注 に 当た っ て は単 体 企 業へ の 発 注を 原 則 とし 、 共 同企 業 体 の

活 用は 単 体 企業 に よ る施 工 と 比べ て よ り効 果 的 な施 工 が 確保 で き ると 認

め られ る よ うな 工 事 につ い て のみ 行 う もの と す る。  

（ ２） 等 級 別発 注 制 度の 合 理 的運 用  

   共 同 企業 体 を 活用 す る 場合 に お いて も 、 等級 別 発 注制 度 の 合理 的 運 用

が 損な わ れ ない よ う に 配 慮 す るも の と する 。  

（ ３） 活 用 目的 の 達 成  

   共 同 企業 体 の すべ て の 構成 員 が 技術 者 を 適正 に 配 置す る こ とに よ り 、

共 同施 工 体 制の 維 持 及び 円 滑 な運 営 が 確保 さ れ 、共 同 企 業体 の 活 用目 的

が 達成 さ れ るよ う 務 める も の とす る 。  

（ 共同 企 業 体の 方 式 ）  

第 ３条  共 同企 業 体 を活 用 す る場 合 に は、 次 の いず れ か の方 式 に よる も の と

す る。  

（ １） 特 定 建設 工 事 共同 企 業 体  

大 規模 か つ 技術 的 難 度の 高 い 工事 の 施 工に 際 し て、 技 術 力等 を 結 集す

る こと に よ り 施 工 能 力を 増 大 する と と もに 工 事 の安 定 的 施工 を 確 保す る

こ とを 目 的 とし て 工 事毎 に 結 成さ れ る 共同 企 業 体を い う 。  

（ ２） 経 常 建設 共 同 企業 体  

優 良な 中 小 建設 業 者 が、 継 続 的な 協 業 関係 を 確 保す る こ とに よ り 、そ

の 経営 力 及 び施 工 力 を強 化 す るこ と を 目的 と し て結 成 さ れる 共 同 企業 体



を いう 。  

 

  第 ２ 章  特 定 建 設工 事 共 同企 業 体  

 （対 象 工 事）  

第 ４条  特 定建 設 工 事共 同 企 業体 （ 以 下こ の 章 にお い て 「 企 業 体 」と い う。）

に より 施 工 する こ と がで き る 工事 （ 以 下こ の 章 にお い て 「対 象 工 事」 と い

う。） は、 次 の 各号 の いず れ か に該 当 し 、町 長 が 指定 し た 工事 と す る。  

（ １） 工 事 費が 概 ね １億 円 以 上の 土 木 工事  

（ ２） 工 事 費が 概 ね ２億 円 以 上の 建 築 工事  

（ ３） 工 事 費が 概 ね １億 円 以 上の 設 備 工事  

（ ４） 上 記 以外 の 工 事で 工 事 費が 概 ね ５千 万 円 以上 の 工 事  

２  前 項 各 号に 掲 げ るも の の ほか 、 特 殊な 技 術 等を 要 す る工 事 で あっ て 確 実

か つ円 滑 な 施工 を 確 保す る た め技 術 力 等を 特 に 結集 す る 必要 が あ ると 認 め

ら れる 工 事 につ い て は、 対 象 工事 と す るこ と が でき る も のと す る 。   

 （構 成 員 の資 格 ）  

第 ５条  企 業体 の 構 成員 は 、 次の 各 号 に掲 げ る 要件 を 満 たし て い なけ れ ば な

ら ない 。  

（ １） 当 該 工事 に 対 応す る 業 種に つ い て、 建 設 業法 （ 昭 和２ ４ 年 法律 第 １ ０

０ 号）（以 下 「 法」 と いう 。） 第 ３ 条に 規 定す る 建 設業 許 可 を有 し て の営

業 年数 が ３ 年以 上 あ るこ と 。  

（ ２） 当 該 工事 を 構 成す る 一 部の 工 種 を含 む 工 事に つ い て、 元 請 けと し て の

実 績が あ り 、か つ 当 該工 事 と 同種 の 工 事を 施 工 した 経 験 があ る こ と。  

（ ３） 法 ２ ６条 に 規 定す る 当 該工 事 に 対応 す る 業種 に 係 る管 理 技 術者 又 は 国

家 資格 を 有 する 主 任 技術 者 を 工事 現 場 に専 任 で 配置 し う るこ と 。  

（ ４） 当 該 工事 に 対 応す る 業 種に つ き 、越 前 町 競争 入 札 参加 資 格 者名 簿 （ 以

下「 資 格 者名 簿 」と い う。）に 原 則 とし て 上位 ２ 等 級に 登 載 され て い るこ

と 。  

 （企 業 体 の構 成 ）  

第 ６条  企 業体 は 次 の各 号 に 掲げ る 要 件を 満 た して い な けれ ば な らな い 。  

（ １） 企 業 体の 構 成 員の 数 は 、２ 社 又 は３ 社 と し、 対 象 工事 毎 に 定め る も の

と する 。  

（ ２） 企 業 体の 構 成 員は 、 同 一工 事 に 係る 他 の 企業 体 の 構成 員 で ない こ と 。  



（ ３）構 成員 の 最 小 出 資比 率 は、構 成 員 が ２社 の 場 合は ３ ０ パー セ ン ト以 上 、

３ 社の 場 合 は ２ ０ パ ーセ ン ト 以上 で あ るこ と 。  

（ ４） 企 業 体の 代 表 者は 、 構 成員 の 中 で最 も 大 きな 施 工 能力 を 有 する も の と

し 、そ の 出 資比 率 は 、構 成 員 中最 大 で ある こ と 。  

（ 資格 審 査 の申 請 ）  

第 ７条  企 業体 を 契 約の 相 手 方と し よ うと す る とき は 、 あら か じ め、 そ の 旨

及 び次 の 各 号に 掲 げ る事 項 を 公告 す る もの と す る。  

（ １） 特 定 建設 工 事 共同 企 業 体に よ る 工事 で あ る旨 及 び 当該 工 事 名  

（ ２） 工 事 場所  

（ ３） 工 事 の概 要  

（ ４） 資 格 審査 申 請 書の 受 付 期間 及 び 受付 場 所  

（ ５） 特 定 建設 工 事 共同 企 業 体の 構 成 員の 資 格 、企 業 体 の構 成  

（ ６） 資 格 の有 効 期 間  

（ ７） そ の 他必 要 事 項  

２  資 格 審 査の 申 請 をし よ う とす る 者 は、 公 告 にお い て 示さ れ た 要件 に 該 当

す る者 同 士 で自 主 的 に企 業 体 を結 成 し 、 指 定 の 期日 ま で に、 次 の 各号 に 掲

げ る書 類 を 提出 す る もの と す る。  

（ １） 特 定 建設 工 事 共同 企 業 体入 札 参 加資 格 審 査申 請 書 （様 式 第 １号 ）  

（ ２） 経 営 事項 規 模 等総 括 表 （様 式 第 ２号 ）  

（ ３） 構 成 員全 員 の 直近 の 経 営事 項 審 査結 果 通 知書 の 写 し  

（ ４） 共 同 企業 体 協 定書 （ 様 式第 ３ 号 ）  

（ 資格 審 査 ）  

第 ８条  前 条に よ り 提出 さ れ た書 類 を 審査 し 、 資格 を 有 する と 決 定さ れ た も

の につ い て は、 資 格 者名 簿 に 登載 す る もの と す る。  

（ 指名 等 ）  

第 ９条  指 名競 争 入 札に 付 す る場 合 に は、 前 条 によ り 資 格者 名 簿 に登 載 さ れ

た 企業 体 の 中か ら 指 名す る こ とと す る 。  

２  前 項 に より 指 名 する 企 業 体の 数 が ３未 満 の 場合 は 、 第７ 条 の 手続 き を 経

て 補充 す る もの と す る。  

（ 企業 体 の 有効 期 間 ）  

第 １０ 条  企業 体 の 有効 期 間 は、 当 該 工事 の 入 札の 結 果 落札 し た 企業 体 に つ

い ては 当 該 工事 が 完 了し 企 業 体の 精 算 が終 了 す るま で と し、 そ の 他の 企 業



体 につ い て は請 負 契 約 を 締 結 した 日 ま でと す る 。  

（ 変更 の 届 出）  

第 １１ 条  企業 体 は 第７ 条 に より 申 請 した 事 項 に変 更 が あっ た 場 合に は 、 速

や かに 町 長 に届 け 出 な け れ ば なら な い 。  

（ 企業 体 に 対す る 通 知等 ）  

第 １２ 条  企業 体 に 対す る 各 種通 知 、 工事 の 監 督、 請 負 代金 の 支 払等 の 行 為

に つい て は すべ て 企 業体 の 代 表者 に 対 して 行 う もの と し 、代 表 者 に対 し て

通 知等 を 行 なっ た 場 合に は 他 の構 成 員 にも 通 知 等が あ っ たも の と みな す 。  

 

  第 ３ 章  経 常 建 設共 同 企 業体  

（ 対象 工 事 ）  

第 １３ 条  経常 建 設 共同 企 業 体（ 以 下 こ の章 に お いて「 企 業 体」と いう 。）に

対 する 工 事 の発 注 は 単体 企 業 に対 す る 発注 に 準 ずる も の とし 、 当 該企 業 体

が 格付 け さ れた 等 級 に対 応 す る工 事 を 対象 工 事 とす る 。  

（ 構成 員 の 資格 及 び 企業 体 の 結成 ）  

第 １４ 条  企業 体 の 構成 員 は 、次 の 各 号に 掲 げ る要 件 を 満た し て いな け れ ば

な らな い 。  

（ １） 企 業 体を 結 成 し工 事 の 競争 入 札 に参 加 す るた め 資 格者 名 簿 に登 載 を 希

望 しよ う と する 業 種 （以 下 「 登載 業 種 」と い う 。） に つ き、 法 第 ３条 の

許 可を 有 し ての 営 業 年数 が ３ 年以 上 あ り、 法 第 ２７ 条 の ２３ に 基 づく 経

営 事項 審 査 を受 け て いる こ と 。  

（ ２） 登 載 業種 に つ いて 、 元 請と し て の実 績 が ある こ と 。  

（ ３） 町 内 及び 県 内 建設 業 者 であ る こ と。 た だ し、 県 外 建設 業 者 で県 内 に 営

業 所を 有 す るも の と 企業 体 を 結成 す る こと が で きる 。  

（ ４） 法 第 ２６ 条 に 規定 す る 登載 業 種 に係 る 管 理技 術 者 又は 主 任 技術 者 と な

る こと が で きる 者 を 工事 現 場 毎に 専 任 で配 置 し うる こ と 。  

（ ５） 一 の 建設 業 者 が２ 以 上 の企 業 体 の構 成 員 とな ら な いこ と 。  

（ ６） 資 格 者名 簿 に おい て 同 一等 級 又 は直 近 等 級に 属 す る者 と の 組合 せ に よ

り 企業 体 を 結成 す る こと 。  

（ ７） 企 業 体の 代 表 者は 構 成 員に お い て定 め る もの と し 、構 成 員 の最 小 出 資

比 率は 構 成 員が ２ 社 のと き は ３０ パ ー セン ト 以 上、 ３ 社 のと き は ２０ パ

ー セン ト 以 上で あ る こと 。  



（ 構成 員 の 数）  

第 １５ 条  企業 体 の 構成 員 は ２社 又 は ３社 と す る。  

（ 資格 審 査 の申 請 ）  

第 １６ 条  第１ ４ 条 及び 第 １ ５条 に よ り結 成 さ れた 企 業 体は 、 基 準年 度 （ 平

成 １６ 年 度 を第 １ 年 度と す る 隔年 度 を 言う 。以 下 同 じ。）の １ 月５ 日 か ら３

月 末日 ま で に経 常 建 設共 同 企 業体 入 札 参加 資 格 審査 申 請 書（ 様 式 第４ 号 ）

及 び第 ７ 条 第２ 号 か ら４ 号 に 掲げ る 書 類（ 正 本 １部 、 副 本１ 部 ） を提 出 し

て 、資 格 審 査を 受 け なけ れ ば なら な い 。た だ し 、新 規 の 申請 、 業 種の 追 加

の 申請 及 び 基準 年 度 に申 請 し たが 資 格 がな い と され た も のの 申 請 つい て は、

基 準年 度 以 外の 年 度 にお い て も申 請 す るこ と が でき る 。  

（ 格付 け ）  

第 １７ 条  前条 に よ り資 格 審 査申 請 を 行っ た 企 業体 の 資 格の 有 無 及び 格 付 け

に つい て は 、単 体 企 業の 場 合 に準 ず る もの と す る。  

（ 企業 体 の 有効 期 間 ）  

第 １８ 条  企業 体 の 有効 期 間 は、 資 格 者名 簿 に 登載 さ れ た日 か ら 翌々 年 度 の

資 格者 名 簿 の作 成 が なさ れ る 日の 前 日 まで と す る。 た だ し、 第 １ ６ 条 第 1

項 ただ し 書 に基 づ く 申請 に よ り決 定 さ れた 資 格 の有 効 期 間は 翌 年 度の 資 格

者 名簿 の 作 成が な さ れる 前 日 まで と す る。  

２  有 効 期 間満 了 日 に現 に 工 事を 請 け 負っ て い る者 は 当 該工 事 に つい て の み

工 事が 完 了 する ま で とす る 。  

（ 変更 の 届 出）  

第 １９ 条  第１ １ 条 の規 定 は 企業 体 に 準 用 す る 。  

（ 企業 体 に 対す る 通 知等 ）  

第 ２０ 条  第１ ２ 条 の規 定 は 企業 体 に 準用 す る 。  

 

  附  則  

こ の公 示 は 、平 成 １ ７年 ２ 月 １日 か ら 施行 す る 。  

 

  附  則 （平 成 ２ １年 ９ 月 ３０ 日 告 示第 ３ ０ 号）  

こ の公 示 は 、平 成 ２ １年 １ ０ 月１ 日 か ら施 行 す る。  

  附  則 （平 成 ２ ６年 ３ 月 ３１ 日 告 示第 １ ０ 号）  

こ の公 示 は 、平 成 ２ ６年 ４ 月 １ 日 か ら 施行 す る 。  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様 式第 １ 号  

 

特定建設工事共同企業体 

入札参加資格審査申請書 

 

 越前 町 が 発注 す る 下記 建 設 工事 の 競 争入 札 に 参加 し た いの で 、 関係 書 類 を

添 えて 資 格 審査 を 申 請し ま す 。  

 

平 成   年   月   日  

 

越 前町 長       殿  

 

  （ 共同 企 業 体の 名 称 ）  

 

 

 

 

 

  （ 代表 者 の 住所 、 名 称、 氏 名 ）  

 

 

 

 

 

  （ 共同 し て 施工 し よ うと す る 建設 工 事 の概 要 ）  

    工 事 の 種類  

 

    工 事 名 

 

    工 事 の 場所  

 



（ 構成 員 ）  

許 可番 号  許 可年 月 日  商   号  代 表者  住   所  印  

      



様 式第 ２ 号  

経 営 規 模 等 総 括 表 

 

 

経 営事 項 審 査対 象 工 事種 別         工 事  

 

 
商 号又 は 名 称  

Ａ  Ｂ  Ｃ  評 価対 象 数 値  

経 

営 

規 

模 

直前２年間における種類別  

平均完成工事高  

千 円  千 円  千 円  ( A + B + C )       千 円  

直 前２ 年 間 にお け る  

総 平均 完 成 工事 高  

千 円  千 円  千 円  ( A + B + C )       千 円  

自 己資 本 額  
千 円  千 円  千 円  ( A + B + C )       千 円  

建 設業 に 従 事す る 職 員数  
人  人  人  ( A + B + C )        人  

経 営状 況 分 析評 点  
   A ､ B ､ C の 平 均  

そ 

の 

他 

一 級技 術 者 数  
人  人  人  ( A + B + C )× 5… … ①  

二 級技 術 者 数  
人  人  人  ( A + B + C )× 2… … ②  

そ の他 の 技 術者 数  
人  人  人  ( A + B + C )… … … ③  

小    計  
人  人  人  ① +② +③      人  

営 業年 数  
年  年  年  A ､ B ､ C の 平 均    年  



様式 第３ 号  

 

建設工事共同企業体協定書  

 

（目 的）  

第 1条   当 共同 企 業体 は 、越 前町 発 注に よ る工 事を 共 同連 帯 して 施工  

 す るこ と を目 的 とす る。  

 

（名 称）  

第 2 条  当共 同 企 業体 は、            建 設工 事共 同 企業

体（ 以下 「 当企 業 体」 とい う。）と 称 する 。  

 

（事 務所 の 所在 地 ）  

第３ 条  当 企業 体 は、事務 所を（ 所在 地）         に置 く 。  

 

（成 立の 時 期及 び 解 散 の時 期 ）  

第 4 条  当企 業 体 は、     年   月   日 に成 立 し、その 存続 期

間は 1 年 とす る。 ただ し、 1 年を 経過 して も第 1 条 に規 定す る工 事

の請 負契 約 の履 行 後 1 2 か月 を 経過 する まで の 間は 解 散す るこ と が

でき ない 。  

2  前 項 の 存 続 期 間 は 、 構 成 員 全 員 の 同 意 を 得 て 、 こ れ を 延 長 す る こ

とが でき る 。  

 

（構 成員 の 住所 及 び名 称）  

第 5条   当 企業 体 の構 成 員は 、次 の とお り とす る。  

   

所在 地  

 商 号又 は 名称  

  

 所 在地  

 商 号又 は 名称  

   

  所在 地  

  商号 又 は名 称  

 

（代 表者 の 名称 ）  

第６ 条  当 企業 体 は、（ 商 号又 は名 称 ）      を 代 表者 とす る 。  

  

（代 表者 の 権限 ）  

第７ 条  当 企業 体 の代 表者 は 、第 1 条に 規定 す る工 事 の施 行に 関 し、

当企 業体 を 代表 し て発 注者 及 び監 督 官庁 等と 折 衝す る 権限 並び に 自

己の 名義 を もっ て 請負 代金 （ 前払 金 及び 部分 払 金を 含 む。）の 請求 、

受領 及び 当 企業 体 に属 する 財 産を 管 理す る権 限 を有 す るも のと す る。 

 

 



（構 成員 の 出資 の 割合 等）  

第８ 条  当 企業 体 の出 資の 割 合は 、 次の とお り とす る 。  

（１ ）工 事 の名 称                   工事  

（２ ）出 資 の割 合  

     

（商 号又 は 名称 ）               ％  

 

    （ 商号 又 は名 称）               ％  

 

    （ 商号 又 は名 称）               ％  

 

2  金 銭 以 外 の も の に よ る 出 資 に つ い て は 、 時 価 を 参 酌 の 上 、 構 成 員

が協 議し て 評価 す るも のと す る。  

  

（運 営委 員 会）  

第９ 条  当 企業 体 は、構成 員全 員を もっ て運 営 委員 会 を設 け、第 1 条  

に規 定す る 工事 の 完成 に当 た るも の とす る。  

 

（構 成員 の 責任 ）  

第 1 0 条  各構 成員 は、 第 1 条 に 規定 する 工事 の 請負 契 約の 履行 に 関

し、 連帯 し て責 任 を負 うも の とす る 。  

 

（取 引金 融 機関 ）  

第 11 条  当 企業 体の 取引 金 融機 関 は、           銀 行と

し、 代表 者 名義 に より 設け ら れた 別 口預 金口 座 によ っ て取 引す る

もの とす る 。  

 

（決 算）  

 第 1 2 条  当 企 業 体は 、第 1 条 に規 定す る工 事 の完 成 後、当該 工事 に

つい て決 算 する も のと する 。  

 

（利 益金 の 配当 の 割合 ）  

第 1 3 条   決 算 の結 果利 益を 生 じた 場 合に は、 第 8 条に 規定 する 出 資

の割 合に よ り構 成 員に 利益 金 を配 当 する もの と する 。  

 

（欠 損金 の 負担 の 割合 ）  

第 1 4 条   決 算 の結 果、 欠損 金 を生 じ た場 合に は 、 第 8 条に 規定 す る

割合 によ り 構成 員 が欠 損金 を 負担 す るも のと す る。  

 

（権 利義 務 の譲 渡 の制 限）  

第 1 5 条   本 協定 書に 基づ く 権利 義 務は 、他 人 に譲 渡 する こと は でき

ない 。  

 

（工 事途 中 にお け る構 成員 の 脱退 に 関す る措 置 ）  

第 1 6 条  構 成員 は、 発注 者 及び 他 の構 成員 の 承諾 が なけ れば 、 当企

業体 が 第 1 条 に規 定す る工 事 を完 成 する 日ま で は脱 退 する こと が



でき ない 。  

2  構 成 員 の う ち 工 事 途 中 に お い て 前 項 の 規 定 に よ り 脱 退 し た 者 が あ

る場 合に お いて は 、残 存構 成 員が 共 同連 帯し て 建設 工 事を 完成 す る。  

3  脱 退 し た 構 成 員 の 出 資 金 の 返 還 は 、 決 算 の 際 行 う も の と す る 。 た

だし 、決 算 の結 果 欠損 金を 生 じた 場 合に は、 脱 退し た 構成 員の 出 資金

から 構成 員 が脱 退 しな かっ た 場合 に 負担 すべ き 金額 を 控除 した 金 額を

返還 する も のと す る。  

4  決算 の結 果 、利 益を 生じ た場 合 にお い て脱 退構 成 員に は 利益 金の 配

当は 行わ な い。  

 

（工 事途 中 にお け る構 成員 の 破産 又 は解 散に 対 する 措 置）  

第 1 7 条  構 成員 のう ちい ず れか が 工事 途中 に おい て 破産 し、 又 は解

散し た場 合 にお い ては、前 条第 2 項 から第 4 項ま で の 規定 を準 用

する 。  

 

（解 散後 の かし 担 保責 任）  

第 1 8 条   当 企業 体が 解散 し た後 に おい ても 、 当該 工 事に つき か しが

あっ たと き は、各構 成員 は共 同 連帯 し てそ の責 め に任 ず るも のと す る。 

 

（協 定書 に 定め の ない 事項 ）  

第 1 9 条  こ の協 定書 に定 め のな い 事項 につ い ては 、 運営 委員 会 にお

いて 定め る もの と する 。  

 

株式 会社      ほ か     社 は、 上記 の とお り 建設 工事 共 同企

業体 協定 を 締結 し たの で、 そ の証 拠 とし てこ の 協定 書    通 を 作成

し、 各通 に 構成 員 が記 名押 印 し、 各 自所 持す る もの と する 。  

 

         年   月   日  

 

 

商号 又は 名 称  

代表 取締 役           印  

 

商号 又は 名 称  

代表 取締 役           印  

              

                         商 号又 は 名称  

               代 表取 締役           印  

 

 

 



様 式第 ４ 号  

 

経 常 建 設 共 同 企 業 体 

入札参加資格審査申請書 

 

 越前 町 が 発注 す る 建設 工 事 の競 争 入 札に 参 加 した い の で、 関 係 書類 を 添 え

て 資格 審 査 を申 請 し ます 。  

 

平 成   年   月   日  

 

越 前町 長       殿  

 

  （ 共同 企 業 体の 名 称 ）  

 

 

 

 

 

  （ 代表 者 の 住所 、 名 称、 氏 名 ）  

 

 

 

 

 

  （ 共同 し て 施工 し よ うと す る 建設 工 事 の種 類 ）  

 

 

 

 

 

 

 



（ 構成 員 ）  

許 可番 号  許 可年 月 日  商   号  代 表者  住   所  印  

      



 


